
佐世保工業高等専門学校学生会選挙細則 
   
    第１章 総則 
  
 第１条 佐世保工業高等専門学校学生会会則（以下「会則」という。）第５０条の規定に 
  より、学生会会長（以下「会長」という。）及び学生会副会長（以下「副会長」という。）

の選挙に関し、この細則を定める。 
 第２条 学生会会員は、すべて選挙権を有する。 
 第３条 選挙は、毎年１０月に行うことを原則とする。ただし、会長または副会長が欠け

たときは、そのつど行うものとする。 
 
    第２章 立候補 
  
 第４条 立候補しようとする者は、選挙管理委員会（以下「選管」という。）の定める選

挙告示の日から５日以内に選管に届出を行うものとする。 
 第５条 前条の届出に際しては、推薦者２０名以上（推薦責任者１名を含む。）の連署を

必要とする。 
 第６条 立候補者が１名のときは、信任投票を行う。ただし、立候補者がないときは、評

議会の指名する候補者について信任投票を行う。 
 第７条 立候補受付終了後、選管は立候補者の氏名を公表し、立会演説会を開催するもの

とする。 
 第８条 有権者は、届出済み候補者について、選挙運動を行うことができる。 
 第９条 選管は、選挙運動に関し、次の事項について制限を設けることができる。 

(１) ポスター、文書等の大きさ、枚数、掲示場所 
(２) 演説会の場所 
(３) その他、公正なる選挙実施のため必要な事項 

 
    第３章 投票及び開票 
  
第１０条  選挙は、少なくとも投票日の１０日前までに、その日時を告示するものとする。 
 第６条による信任投票を行う場合は、すでに告示した投票日時を変更することができ

る。 
 第１１条 投票は無記名投票とし、代理投票は認められない。 
 第１２条 投票日に不在の者は、選管の定める手続きにより、前日までに、不在投票を行

うことができる。 
 第１３条 投票用紙の形式は、選管が定める。 



 第１４条 次の各号のいずれかに該当する投票は、無効とする。 
  （１） 所定の用紙を用いないもの。 
  （２） 記載内容の判別し難いもの。 
  （３） １の区分に２以上の氏名を記載したもの。 

（４） 自筆によらないもの。 
（５） 氏名（愛称の類は含まない。）以外の事項を記載したもの。 

  第１５条 選管は、投票所の管理を行い、投票日の翌日までに開票業務を終了するものと

する。 
 第１６条  開票に際しては、各候補者若しくはその代理人の立会いを受けるものとする。 
 第１７条 選管は、開票結果を公表するとともに、学生主事を経て校長に報告するものと

する。 
 
    第４章 当選及び再選挙等 
 
 第１８条 それぞれ投票数１位の者をもって会長、副会長とする。ただし、次の各号のい

ずれかに該当する場合は、上位の２名の者について再選挙を行う。 
  （１） １位の者の得票数が、有権者総数の３分の１に満たないとき 
  （２） 有効投票が、有権者総数の３分の２に満たないとき 
 第１９条 再選挙の結果、有権者総数の過半数の得票を得た者をもって会長、副会長とす

る。 
 第２０条 再選挙の際は、立会演説会を省略することができる。 
 第２１条 信任投票は、有権者総数の過半数をもって当選とする。信任不成立のときは、

第 6 条の規定による。 
 
    第５章 解職投票 
  
 第２２条 会長または副会長の解職を求める者は、その理由を明記した解職要求書を選

管に提出しなければならない。 
 第２３条 前条の解職要求には有権者総数の３分の１以上の連署を必要とする。 
 第２４条 解職要求書が提出されたときは、選管は７日以内に、署名について審査し、判

定を行うものとする。その際必要と認めるときは、代表者に説明を求めることができる。 
 第２５条 判定の結果、解職要求書の有効性が確認されたときは、解職投票を行うものと

する。投票及び開票には、この細則第３章の規定を準用する。 
 第２６条 前条による投票の結果、有権者総数の過半数が解職に同意するときは、会長ま

たは副会長は解任される。 
 第２７条 解任される者の任期は、後任者決定の日までとする。 



   
    第６章 任命書 
 
 第２８条 この細則により、会長、副会長が確定したときは、選管は校長の承諾を経て速

やかに任命書を交付するものとする。 
 第２９条 解任が確定したときも同様にして、解任通知書を交付するものとする。 
 
    第７章 補則 
 
 第３０条 会長、副会長選挙に関して、会則及びこの細則に規定がない事項については、

選管の協議による。 
 第３１条 選管が必要とする経費は、学生会総務費より支弁する。 
 第３２条 この細則の改正には、評議員総数の３分の２以上の賛成を必要とする。 
 
    附 則 
  この細則は、昭和５０年１１月１日から施行する。 
    附 則 
  この細則は、平成１５年５月２１日から施行する。 

  附 則（令和７年３月４日一部改正） 
  この細則は、令和７年４月１日から施行する。 
   
 


